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　個人ごとの令和２年度保険料額・納付方法は、同封す
る保険料額決定通知書等でご確認ください。なお、納付
方法は、次のいずれかの方法となります。

特別徴収（年金天引き）

　原則として、年金の受給額が年額１８万円以上の方で、
後期高齢者医療保険料と介護保険料の合計額が年金受給
額の２分の１を超えない方は年金から天引きされます。

普通徴収
　特別徴収の対象とならない方は、納付書または口座振
替により納付をお願いします。

保険料額決定通知書兼納付通知書は

　　　　 ７月中旬に発送予定です

　現在お使いの後期高齢
者医療被保険者証の有効
期限は、７月３１日です。
新しい保険証は７月下旬
にお届けします。また、
後期高齢者医療限度額適
用認定証、後期高齢者医
療限度額適用・標準負担
額減額認定証の有効期限も７月３１日までで
す。現在認定証をお持ちの方で８月からも該
当の方には、新しい認定証をお届けします。

保険料額決定通知書兼納付通知書と新しい保険証を

発送します

新しい保険証は

　　７月下旬に発送予定です

今年度の
被保険者証は茶色

茶 色

■問い合わせ先
市民保険課保険班
☎５３－３１１５

■問い合わせ先
市民保険課保険班
☎５３－３１１５

後期高齢者医療制度のお知らせ
令和２令和２年度の保険料率年度の保険料率

均等割 均等割 ５４５４，３１３１６円６円（令和元年度より（令和元年度より７８円引き下げ８円引き下げ）

所得割 所得割 　１０　１０．４９％９％（令和元年度より０.（令和元年度より０.９３％引き下げ３％引き下げ）

令和２年度の保険料率

均等割 ５４，３１６円（令和元年度から７８円引き下げ）

所得割 　１０．４９％（令和元年度から０.９３％引き下げ）

※後期高齢者医療制度の保険料は、全員に等しく負担していただく『被保険者均等割額』と所得に応じて負※後期高齢者医療制度の保険料は、全員に等しく負担していただく『被保険者均等割額』と所得に応じて負
担していただく『所得割額』を合計して被保険者個人ごとに算出します。担していただく『所得割額』を合計して被保険者個人ごとに算出します。

保険料率とは別に、令和２年度の保険料では次のように

変更されます

◆新型コロナウイルス感染症に伴う傷病

手当金について

　給与等の支払いを受けている被保険者
が新型コロナウイルスに感染等により、
労務に服することができず、給与の全部
または一部を受けることができなくなっ
た場合など、一定の条件を満たす方に傷
病手当金が支給されます。

◆新型コロナウイルス感染症に伴う保険

料の減免について

　新型コロナウイルスの影響により、被
保険者の属する世帯の世帯主の収入が減
少し、保険料を支払うことが困難と認め
られた場合には、保険料が減額または免
除されます。

同一世帯の世帯主と被保険者の総所得金額軽減の
割合

５割

２割

　　　　　改正前

33万円+（28万円×被保険
者数）以下

33万円+（51万円×被保険
者数）以下

①医療保険料が『8割軽減』となっていた方は、『7割軽

減』に変わります（被保険者均等割額は16,294円）

　世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定所得の合計額が
33万円以下、かつ世帯の被保険者全員の年金収入が80万円
以下でその他の所得がない方。

②医療保険料が『8.5割軽減』となっていた方は、『７.７５

割軽減』に変わります（被保険者均等割額は12,221円）

　世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定所得の合計額が
33万円以下、かつ①の基準に該当しない方。

③被保険者均等割額の5割および2割軽減の対象者の範囲が

広がります

④保険料の上限額が62万円から64万円に引き上げられます

　　　　　改正後

33万円+（28万5千円×被保
険者数）以下

33万円+（52万円×被保険
者数）以下

※後期高齢者医療制度の保険料は、全員に等しく負担していただく『被保険者均等割額』と所得に応じて負
担していただく『所得割額』を合計して被保険者個人ごとに算出します。

区　分

※令和元年中の所得金額－基礎控除（３３万円）

※加入者１人につき

※１世帯につき

※１世帯につき

所得割

均等割

平等割

最高額

国保税

医療分 後期高齢者
支 援 金 分

介　　護
納付金分

８．５％

２６，４００円

２０，０００円

６１万円

３．０％

８，４００円

８，０００円

１９万円

２．４％

９，０００円

７，０００円

１６万円
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令和２年度の国民健康保険税（以下、国保税）が決定し

ました。国保税は国保を支える大切な財源です。加入者

の皆さんには負担をお掛けすることになりますが、ご理解

とご協力をお願いします。

◆後期高齢者支援金分を全被保険者に、介護納付金分は、

４０歳以上６５歳未満の方に、国保税として負担してい

　ただいています。

◆所得により、均等割・平等割額の７割、５割、２割を

　軽減する制度があります。

◆病気や災害等で国保税の納付が困難な場合は申請によ

　り減免されることがあります。

令和２年度

国民健康保険税が決定しました

非自発的失業者の方へ

国保税が軽減できます
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　①または②のいずれかに該当する非自

発的失業者の国保税は、失業した次の日

からその翌年度末までの期間、前年所得

の給与所得を３０／１００として算定しま

す（基準を満たせば７・５・２割軽減を

適用）。高額療養費等の所得区分の判定

についても、給与所得(前年)を３０／１０

０として判定します。

①雇用保険の特定受給資格者（倒産・解

雇等の事業主の都合により失業した方）

②雇用保険の特定理由離職者（雇用期　

間満了などにより失業した方)

※手続きに必要なもの

雇用保険受給資格者証・納税義務者（世

帯主）の認印
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◆新型コロナウイルス感染症の影響によ

る国保税の減免について

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り世帯主の収入が3割程度下がり、納付が
困難になった場合、減免の制度がありま
す。令和２年２月１日から令和３年３月
３１日までの間に納期限が設定されている
国保税が対象で、申請が必要です。収入
の減少を証明する書類等を添付していた
だくことになりますので、詳しくはお問
い合わせください。

◆新型コロナウイルス感染症に伴う被保

険者等に対する傷病手当の支給について

　給与等が支払われている国保の被保険
者が、新型コロナウイルス感染症に感染
した、または感染の疑いがあり労務に就
けず、給与等を受けることができなかっ
た場合、傷病手当金を支給する制度があ
ります。この制度の利用には申請が必要
で、事業主の証明などを添付していただ
くことになりますので、詳しくはお問い
合わせください。


